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【目的】 

「健やか親子２１（第２次）」の推進事業のために、自治体の基礎情報をもとにデータベース

の電子化等に関する課題や、基礎自治体の人口基盤などを類型化し、今後の市町村事業のデータ

の利活用システム構築と、現在本研究班で検討している母子保健情報利活用に関するガイドライ

ン作成においてきめ細やかな支援を可能にするための基礎資料とする。 

【方法】 

本研究班では、「健やか親子２１」の推進のため、これまでに妊娠・出産・子育てにかかわる

情報の利活用に関する研究を行ってきた。本研究班では「健やか親子２１」の 2回の中間評価と

最終評価の調査を行い、それらのデータから様々な結果を示唆してきた。これに人口動態統計調

査、生活健康基礎調査等、自治体の規模や出生数などのデータを突合したデータ分析によって優

先すべき課題、対象の選択や事業の評価・見直しを行い、PDCA サイクルを展開して母子保健事

業の情報利活用に資する研修を開発し効果的に実施して行くことが可能である。自治体から寄せ

られた 2013 年度の回答データセットと同年度の自治体の基礎情報を突合し、母子保健情報の電

子化における現状と課題、それらと自治体のキャパシティとの関連を分析した。 

【結果】 

全自治体の人口規模と出生数等の基礎情報を突合したところ、平成 22年以降、「健やか親子２

１」を推進するための新たな連携の枠組みを構築した（回答があったもののみ）自治体はすべて

人口 10 万人以上の都市であった。また、母子保健統計情報を冊子や電子媒体（ホームページな

ど）にまとめている自治体を抽出し、人口規模や出生数を分析したところ、67 自治体はすべて

人口 10 万人以上の都市であった。 

【結論】 

今回、地域の健康課題を明らかにしたうえで人材育成事業の立案と展開を行い、研修を効果的

に実施して行くことができるような自治体の類型化と、カテゴリー別のアプローチについて考察

を行った。本研究では、どの自治体においても利活用できるような「健やか親子２１」のデータ

活用の方法を追求した。自治体規模に応じてインフラ整備に地域格差があることが明らかになっ

たため、今後は、自治体の持つ資源やインフラ等、ローカル・キャパシティを考慮した研修開発

が必要である。次年度は、現在本研究班で検討しているガイドライン等にまとめて公開し、これ

を利用することにより、地方自治体において、健診・医療等のデータを活用した「健やか親子２

１（第２次）」の推進事業が進むものと期待される。 
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A．研究目的 

 「健やか親子２１（第２次）」における母子

保健情報利活用の推進のために、自治体の基礎

情報をもとにデータベースの電子化等に関す

る課題や、基礎自治体の人口基盤などを類型化

し、今後の市町村事業のデータの利活用システ

ム構築と、母子保健情報利活用のガイドライン

作成においてきめ細やかな支援を可能にする

ための基礎資料とする。 

これらの仕組みはわが国ではごく少数の自

治体で独自に行われているに過ぎず、自治体の

多様性にも対応できる標準的で、実装可能な母

子保健情報の利活用システムの再構築は母子

保健の多職種の専門家で構成する当研究組織

のこれまでの蓄積を持って取り組むために自

治体ごとのローカル・キャパシティに注目し解

析を行った。 

 

B．研究方法 

 平成 2013 年度における自治体の基礎資料

作成 

1. 人口動態統計より各自治体の人口、出生

数を抽出してデータベースと突合を行

った。人口動態統計は一般公開されてい

る e-STAT

（https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/

html/GL02100101.html）や保健医療福祉計

画データウェアハウス（厚生労働科学研究

「保健医療福祉計画策定のためのデータ

ウェアハウス構築に関する研究」：

http://jmedicine.com/）で公開されて

いる最終データを用いた。回答データベ

ースと上記のデータを突合し、解析に耐

えうるよう自治体名などを調整した。 

 

2. 人口区分を作成し下記の人口規模でカ

テゴリー分類をした。 

＊人口区分の定義： 

ア： 大都市、東京都区部、政令指定都市（N=41） 

イ: 中都市①人口 30 万人以上の都市（N=51） 

ウ: 中都市②人口30万人未満10万人以上の

都市（N=190） 

エ: 小都市：人口 10 万人未満の市（N=503） 

オ: 町村（N=896） 

 

3. 上記のカテゴリー分類と下記の3問から

なる情報の利活用状況との関連を見た。 

【設問 1】 

問 8：平成 22 年以降、「健やか親子２１」を推

進するための新たな連携の枠組みを構

築しましたか。（例：思春期やせ対策の

ための学校・教育委員会との連携） 

1．はい  2．いいえ 

 

【設問 2】 

問 9：「健やか親子２１」を推進するための各

種情報の利活用についてお伺いします。 

（1）母子保健統計情報を冊子や電子媒体（ホ

ームページなど）にまとめていますか

（○はいくつつけても構いません）。ま

た、（ ）内に数値・文字を入れてくださ

い。ただし、情報の利活用とは、情報の

収集・分析・還元および対策の立案等と

します。 

1．定期的に母子保健統計情報を単一で

冊子にてまとめている 

・・・（ ）年ごと、冊子名（ ） 

2．定期的に母子保健統計情報を他の情

報と合わせた形で冊子にまとめてい

る 

・・・（ ）年ごと、冊子名（ ） 

3．定期的に母子保健統計情報を単一で

電子媒体にてまとめている 

・・・（ ）年ごと 
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4．定期的に母子保健統計情報を他の情

報と合わせ電子媒体にまとめている 

・・・（ ）年ごと 

5．定期的なまとめはしていない 

 

上記について、「定期的に母子保健統計情報

を単一で冊子にてまとめている」、「定期的に母

子保健統計情報を他の情報と合わせた形で冊

子にまとめている」、「定期的に母子保健統計情

報を単一で電子媒体にてまとめている」、「定期

的に母子保健統計情報を他の情報と合わせ電

子媒体にまとめている」、の全項目のうちどれ

かを事業化している自治体を調べ、その後、そ

れぞれ個別の項目について人口規模との関連

を見た。 

 

（倫理面への配慮） 

データの二次利用であり個人情報は含まれ

ないため該当しない。 

 

C．研究結果 

1．基礎統計 

基礎自治体を人口規模別に分けたものが表

1と図 1である。 

 

 

 

表 1、図 1：調査対象自治体における人口規模

別区分 

 

2．問 8における自治体（1＝はい、0=いいえ） 

 

表 2：平成 22 年以降、「健やか親子２１」を推

進するための新たな連携の枠組みを構

築した自治体数（回答があったもののみ） 

 

この中で、「はい」と答えた 38の自治体はす

べて人口 10 万人以上の都市であり、そのう

ち 21自治体が人口区分カテゴリーア、15 件が

イ、2件がウであった。 

 

図 2：新たな連携の枠組みを構築した自治体の

人口区分別数 

人口区分 n
ア 41
イ 51
ウ 190
エ 503
オ 896

対象外 60
総計 1741

新たな連携の枠組み
を構築した n
はい 38
いいえ 54
総計 92
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図 2で示した 38 自治体（全体の 2.2%）の特徴

を人口規模、出生数でまとめると、平均人口は

662228 名、SD:544920.48（男性人口平均：

338005、SD:278941.75、女性人口平均：324223、

SD:266397.15）、年間出生数平均は 5663、

SD:4792.59 であり、人口が 5万人、出生数が

500 名以下の自治体もあることから、新たな連

携の枠組みを構築した。 

 

3．母子保健統計情報を冊子や電子媒体（ホー

ムページなど）にまとめている自治体を抽出し、

人口規模や出生数を分析した。結果は 67 自治

体であり、「はい」と答えた自治体はすべて人

口 10万人以上の都市であり、そのうち 28 自治

体が人口区分カテゴリーア、32 件がイ、7件が

ウであった。 

 
図 3：母子保健統計情報を冊子や電子媒体（ホ

ームページなど）にまとめている自治体

の人口区分別数 

 

4．定期的に母子保健統計情報を単一で冊子に

てまとめている14自治体はすべて人口10万人

以上の都市であり、について、ほとんどが年間

1回の発行であった。  

               
表 3：定期的に母子保健統計情報を単一で冊子

にてまとめている自治体の人口区分別数 

5.定期的に母子保健統計情報を単一で電子媒

体にてまとめている自治体はすべて人口 10万

人以上の都市であった。 

 
表 4：定期的に母子保健統計情報を単一で電子

媒体にてまとめている自治体の人口区分

別数 

表 4の母子保健情報の利活用・発信方法では、

健康増進課事業概要、母子保健等事業統計、保

健活動のまとめ、母子保健・母子医療の状況、

保健衛生年報（レポート）、保健行政など、母

子保健事業実績報告とともに母子保健統計を

まとめている自治体が多く、事業の振り返りや

評価に活用されていることがうかがい知れた。 

                    

D．考察 

以上から、人口規模や出生数等、自治体の基

盤によってインフラの整備や利活用への取り

組みに地域格差があることが明らかになった。

また、自治体規模が小さな市町村において母子

保健情報利活用の啓発と研修を進めるために

母子保健情報をまとめている自治体の先進事

例を集め、その自治体がどのようなワークフロ

ーで情報収集と発信を自動化しているのか、自

治体規模に合わせて応用・展開可能な方法を分

析していくことも可能ではないかと考える。 

今後は、自治体の特性や規模を勘案し、デ

ータの利活用に関する地域の実情を加味し

たきめ細やかなサポートが出来るような研

修開発を目指したい。 
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